
令和２年６月定例県議会

島 根 県



第４７２回島根県議会提出議案等一覧

Ｒ２．６．１０提案分

区 分 議案No 議 案 名

議 案 予算案 ８１ 令和２年度島根県一般会計補正予算（第３号）

(20件) (３件)

８２ 令和２年度島根県中小企業近代化資金特別会計補正予算（第１号）

８３ 令和２年度島根県中小企業制度融資等特別会計補正予算（第２号）

条例案 ８４ 知事及び副知事の期末手当の特例に関する条例

(５件) 知事及び副知事の令和２年６月の期末手当を支給しないこととするために制定

施行日：公布の日

８５ 新型コロナウイルス感染症により生じた事態に対処するための職員の特殊勤

務手当の特例に関する条例

新型コロナウイルス感染症対策に従事した職員に対する防疫作業等従事手当の特例の新

設

施行日：公布の日

８６ 特定地域の振興を促進するための県税の課税免除等に関する条例の一部を改

正する条例

地域再生法第十七条の六の地方公共団体等を定める省令の改正に伴い、地方活力向上地

域における県税の課税免除等の適用期間を令和４年３月31日まで延長

施行日：公布の日

８７ 島根県県税条例の一部を改正する条例

地方税法等の一部を改正する法律の施行等に伴う所要の改正

①新型コロナウイルス感染症等の影響による指定行事の中止等により生じた入場料金等

の払戻請求権を放棄した場合の個人県民税の寄附金税額控除について規定

②引用条項の整理

施行日：①令和３年１月１日

②公布の日
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区 分 議案No 議 案 名

条例案 ８８ 新型コロナウイルス感染症により生じた事態に対処するための地方警察職員

つづき の特殊勤務手当に関する条例

新型コロナウイルス感染症対策に従事した地方警察職員に対する防疫作業等従事手当の

新設

施行日：公布の日

一 般 ８９ 福島第一原子力発電所事故に伴い生じた損害賠償に係る和解について

事件案 原子力損害賠償紛争解決センターへあっせんを申し立てていた、東京電力株式会社福島

（12件） 第一原子力発電所事故に伴い、県が平成26年３月31日までに放射性物質による影響対策

に要した費用に係る損害賠償請求についての和解

・和解の相手方：東京電力ホールディングス株式会社

・和解の内容：①和解金 2,850,000円を相手方が県に支払う

②本和解に定める金額を超える部分について、本和解の効力が及ばず、

県が相手方に対して別途損害賠償請求することを妨げない

③本和解に定める金額に係る遅延損害金について、県は相手方に対して

別途請求しない など

９０ 権利の放棄について

島根県中小企業高度化資金の貸付金に係る債権の請求権の放棄

・債務者：協同組合三隅プラザ

・放棄する権利の内容：島根県と協同組合三隅プラザとの平成７年４月20日付け金銭消

費貸借契約証書に基づく貸付金の未償還額226,841,000円と産

業競争力強化法に基づき設置された中小企業再生支援協議会が

策定支援を行った再生計画に基づく弁済予定額72,001,000円の

差額（上限154,840,000円）及びこれに係る附帯債務の請求権

承認１ 令和元年度島根県一般会計補正予算（第７号）

国の新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策（第２弾）を受け、早急に対策を実

施することに伴う令和元年度一般会計予算の補正

・補正予算額：214,270千円（補正後予算額：467,719,124千円）

（令和２年３月25日専決）

承認２ 令和元年度島根県一般会計補正予算（第８号）

国庫支出金、県債等の額の確定に伴う補正

・補正予算額：△2,019,584千円（補正後予算額：465,699,540千円）

（令和２年３月31日専決）
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区 分 議案No 議 案 名

一 般 承認３ 令和元年度島根県立島根あさひ社会復帰促進センター診療所特別会計補正予

事件案 算（第３号）

つづき 国庫支出金の額の確定に伴う補正

（令和２年３月31日専決）

承認４ 令和元年度島根県国民健康保険特別会計補正予算（第４号）

国庫支出金等の額の確定に伴う補正

（令和２年３月31日専決）

承認５ 令和元年度島根県営住宅特別会計補正予算（第４号）

県債等の額の確定に伴う補正

（令和２年３月31日専決）

承認６ 令和２年度島根県一般会計補正予算（第１号）

新型コロナウイルス感染症の拡大に対応した県民の命と生活を守る施策の実施に伴う令

和２年度一般会計予算の補正

・補正予算額：6,774,066千円（補正後予算額：481,792,777千円）

（令和２年４月30日専決）

承認７ 令和２年度島根県中小企業制度融資等特別会計補正予算（第１号）

新型コロナウイルス感染症の拡大に対応した事業者の資金繰りを確保する施策の実施に

伴う令和２年度中小企業制度融資等特別会計予算の補正

（令和２年４月30日専決）

承認８ 令和２年度島根県病院事業会計補正予算（第１号）

新型コロナウイルス感染症の拡大に対応した医療体制の整備に伴う令和２年度病院事業

会計予算の補正

（令和２年４月30日専決）

承認９ 島根県制度融資新型コロナウイルス感染症対策基金条例

新型コロナウイルス感染症の拡大の影響を受けた事業者の資金繰りを支援するための事

業に要する経費に充てるための基金を設置

施行日：公布の日

（令和２年４月30日専決）

承認10 令和２年度島根県一般会計補正予算（第２号）

新型コロナウイルス感染症対策の更なる体制強化、県立学校における遠隔授業等の環境

整備などの実施に伴う令和２年度一般会計予算の補正

・補正予算額：724,345千円（補正後予算額：482,517,122千円）

（令和２年５月22日専決）
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区 分 議案No 議 案 名

報 告 報告４ 令和元年度島根県一般会計予算繰越明許費繰越計算書

(11件)

報告５ 令和元年度島根県一般会計予算事故繰越繰越計算書

報告６ 令和元年度島根県臨港地域整備特別会計予算繰越明許費繰越計算書

報告７ 令和元年度島根県流域下水道特別会計予算繰越明許費繰越計算書

報告８ 令和元年度島根県病院事業会計予算繰越計算書

報告９ 令和元年度島根県電気事業会計予算繰越計算書

報告10 令和元年度島根県工業用水道事業会計予算繰越計算書

報告11 令和元年度島根県宅地造成事業会計予算繰越計算書

報告12 島根県附属機関の設置状況等について

島根県附属機関等の設置及び構成員の選任等に関する条例第７条に基づく報告

報告13 専決処分事件の報告について（変更契約の締結） ４件

・主要地方道川本波多線 多田港工区 社会資本整備総合交付金（改築）（仮称）多田

トンネル工事 2,310,642,800円（ 7,165,400円減額）

・県立浜山公園野球場改築（建築）工事 1,359,598,640円（23,523,120円増額）

・浜田川総合開発事業 浜田ダム再開発工事 5,314,979,620円（ 389,560円減額）

・主要地方道桜江金城線（市山３工区）防災安全交付金（改築）（改称）市山第二トン

ネル工事 840,709,900円（13,841,720円増額）

報告14 専決処分事件の報告について（損害賠償） ２２件

・車両損傷事故 1件 賠償額合計 338,085円

・交通事故 14件 賠償額合計 4,835,441円

・落石事故等 5件 賠償額合計 375,389円

・その他 2件 賠償額合計 98,981円
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令和２年度６月補正予算案について

１ 概 要

これまで新型コロナウイルス感染症の対応については、感染症の拡大防止

と医療提供体制の強化、経営が悪化している中小企業者等の資金繰りの支援

など当面の厳しい状況を乗り切るための緊急性の高い施策を実施してきた。

また、県立学校等において学習の遅れが生じないよう遠隔授業等の環境整備

に取り組んでいるところである。

こうした中、県民の安定した生活を取り戻すためには、感染が一定の収束

をした段階を見据え、県民による飲食、観光などの消費を引き出す施策や県

内経済や県民生活の回復に向けた施策などに取り組む必要がある。

このため、６月補正予算は、医療提供体制・感染症対策のさらなる強化と

県内経済や県民生活の回復に向けた施策などについて措置し、総額４４億円を

計上する。

補正項目

Ⅰ．医療提供体制・感染症対策 ９７９百万円

１．医療提供体制の強化 ４６６百万円

２．子ども達が過ごす場の感染防止・学習環境の確保 ５１３百万円

Ⅱ．県内経済や県民生活の回復に向けた施策 ２，９００百万円

１．県内経済を守る施策 ２９２百万円

２．県民による県内消費を喚起する施策 １，８５０百万円

３．県内経済の回復に向けた施策 ７５９百万円

Ⅲ．県民生活の支援 １０６百万円

１．県民生活の支援

Ⅳ．その他 ４０５百万円

１．県民・県外へのきめ細かな情報発信 １５２百万円

２．県行政の体制強化等 ２５２百万円

（注）計数については、それぞれ四捨五入によっているため、合計と一致しないものがある。
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２ 令和２年度一般会計歳入歳出予算

５月専決後予算額 (ａ) ４，８２５億円

６月補正予算額 (ｂ) ４４億円

補正後予算額 (ａ)＋(ｂ) ４，８６９億円

＊対前年度同期比 １０３．８％

【参考】令和元年度 6月補正後予算額 4,690億円

３ 財 源

 国庫支出金 ４６．４億円

うち新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

４２．７億円

６月補正分 ４０．１億円

４月専決等繰越金対応分 ２．６億円

 財政調整基金繰入金 ▲２．６億円

 その他歳入 ０．１億円

（医療介護総合確保促進基金繰入金等）

合 計 ４３．９億円
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（単位：千円）

Ⅰ．医療提供体制・感染症対策

１．医療提供体制の強化

　感染症患者の治療等に従事した医療従事者への手当 1

　感染症患者の受入に伴い閉鎖する病床の損失相当額の補てん 2

　感染症患者等移送車の更新 3

　その他

２．子ども達が過ごす場の感染防止・学習環境の確保

　県立学校における感染防止対策

　①　手洗い設備・トイレの洋式化・体育館の換気対策等 4

　②　保健室の体制整備 5

　夏季休業の短縮等による授業実施のための非常勤講師の配置 6

　県立学校図書館の蔵書の充実 7

　スクールカウンセラー等による相談体制の拡充 8

　放課後児童クラブ、保育所等における感染症対応

　①　感染症に対応する活動及び施設・設備整備の支援 9,10

　②　小学校の臨時休業に伴う開所時間の延長経費の助成 11

　③　利用自粛や休業に伴う減収への支援 12,13

　その他

Ⅱ．県内経済や県民生活の回復に向けた施策

１．県内経済を守る施策

　農林水産業の生産者への支援

　①　原木を搬出する際の中間土場の設置支援 14

　②　翌年度に出荷を持ち越す養殖水産物の保管設備整備の支援 15

　インターネットを活用した県産品の販売支援 16,17

　中小企業者への設備貸与 18

　感染症に強い働き方・企業・社会の推進 19

　その他

２．県民による県内消費を喚起する施策

　農林水産物の消費拡大 20,21,22

　県内における飲食の消費喚起 23

　県内における観光の消費喚起 23

　貸切バスを利用した県内移動・旅行の支援 24,25

３．県内経済の回復に向けた施策

　農林水産業

　①　高収益な農作物への生産転換 26

　②　県産木材の新商品開発支援 27

　③　農林大学校の10月編入等による新規就業者の確保　 28,29

12,421

補正
項目
番号

230,000

264,541

110,000

758,528

248,558

5,250

87,000

156,308

1,849,541

1,245,000

10,000

191,514

10,000

1,200

51,800

48,741

129,384

292,335

67,200

73

2,900,404

77,200

30,000

13,169

229,925

5,942

38,797

512,591
200,627

194,685

124,560

50,000

3,500

288,000

新型コロナウイルス感染症対策 項目一覧（一般会計）

466,060

978,651
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　ものづくり産業等

　①　サプライチェーン再構築等に対応した製造業者の設備導入支援 30

　②　製造業者の技術力向上等の支援 31

　③　輸出力の維持・向上のための食品産業事業者の施設整備支援 32

　県外企業に対する立地環境のＰＲ　 33

　観光産業等

　①　「美肌県しまね」の魅力のブラッシュアップ 34

　②　感染収束後の観光イベントの開催支援 35

　③　旅行会社等と連携した誘客プロモーションの準備 36

　④　観光施設等の魅力アップ 37,38,39

　⑤　日比谷しまね館を活用した情報発信 40

Ⅲ．県民生活の支援

１．県民生活の支援

　社会福祉施設等の支援

　①　介護職員の応援体制の整備 41,42

　②　障がい者施設のテレワーク導入支援等 43,44

　③　障がい者施設の共同受注窓口の活性化 45

　県立大学・私立専修学校の生徒等の負担軽減 46

　県民による文化活動の支援 47

　社会貢献活動の支援 48

　県立図書館の蔵書の充実 49

　その他

Ⅳ．その他

１．県民・県外へのきめ細かな情報発信

　県民へのきめ細かな広報 50

　県外へ「暮らしやすい島根」をアピールする広報 50

２．県行政の体制強化等

　県有建物・警察庁舎の感染防止対策等 51,52

　新型コロナウイルス感染症対策調整費 53

8,063

24,467

23,347

5,136

200,000

7,284

10,000

8,000

106,259

71,000

合　　　計 4,390,116

52,332

81,470

252,332

4,587

30,000

4,650

19,208

404,802

152,470

116,024

310,024

70,000

95,000

106,259

194,810

50,000

124,810

19,000

20,000
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〔参考：新型コロナウイルス感染症対策の全体像（一般会計）〕

（単位：百万円）

年度 予算時期 予算総額

　生活福祉資金の特例貸付

　認可外保育施設等の感染拡大防止

　障がい児放課後等デイサービスの利用者の負担軽減

　感染症患者入院医療機関の設備整備支援

※　中小企業者等向け及び農業者・漁業者向けの制度融

　資資金は３月専決に先立って制度創設

　雇用調整助成金制度等の説明会や相談会の開催

　ＷＥＢを活用した合同企業説明会等による来春卒業
　生の就職活動支援

　県備蓄物資の追加整備等

　医療提供体制の強化

　学校における感染防止・臨時休業等への対応

　社会福祉施設等における感染防止対策

　県内経済を守る施策

　県民生活の支援

　県行政の体制強化

　ＰＣＲ検査対象の拡大

　ＰＣＲ検査体制の強化に向けた保健環境科学研究所
　の改修

　県立学校等における遠隔授業等の環境整備

　中小企業者等に対する相談体制の強化

Ⅰ．医療提供体制・感染症対策

医療提供体制の強化

子ども達が過ごす場の感染防止・学習環境の確保

Ⅱ．県内経済や県民生活の回復に向けた施策

県内経済を守る施策

県民による県内消費を喚起する施策

県内経済の回復に向けた施策

Ⅲ．県民生活の支援

県民生活の支援

Ⅳ．その他

県民・県外へのきめ細かな情報発信

県行政の体制強化等

Ｒ２

Ｒ元

項　　　目

３月専決 214

予備費等
（既決定分）

53

４月専決

６月補正
（今回）

6,774

4,390

５月専決 724
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主 な 補 正 項 目

Ⅰ 医療提供体制・感染症対策

１ 医療提供体制の強化 (単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

1 新 新型コロナウイル 124,560 新型コロナウイルス感染症患者の治療等 健康福祉部

ス感染症患者受入 に従事した医療従事者へ手当を支給した医 ［医療政策課］

医療機関等支援事 療機関に対して、その手当の一部を助成

業 ［助成対象者］

・感染症患者入院医療機関

・帰国者・接触者外来設置医療機関

［助成額］

・4,000円／日・人

・患者又はその疑いのある者に直接接

触しない場合 3,000円／日・人

［対象期間］

令和２年４月１日～

［財源］

財源の一部にふるさと島根寄附金

350万円を活用

2 新 感染症入院患者病 288,000 新型コロナウイルス感染症患者を受け入 健康福祉部

床確保事業 れる医療機関において、病床を確保するた ［医療政策課］

め、入院制限などやむを得ず閉鎖する病床

について損失相当額を補てん

3 新 患者移送車更新事 50,000 新型コロナウイルス感染症患者等を搬送 健康福祉部

業 する移送車を更新 ［薬事衛生課］

［配備箇所］

・松江市立病院（管理委託） １台

・出雲保健所 １台

・大田市立病院（管理委託） １台

・浜田保健所 １台
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２ 子ども達が過ごす場の感染防止・学習環境の確保 (単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

4 新 県立学校における 194,685 新型コロナウイルス感染症の感染拡大を 総 務 部

環境整備 防止するため、県立学校の手洗い設備など [管 財 課]

必要な環境整備を実施 教育委員会

①手洗い設備の整備 ［教育施設課］

トイレや調理室等の給水栓の自動化 ［保健体育課］

②トイレの洋式化

和式トイレから洋式トイレへの改修

を前倒し

③体育館の換気対策

・換気対策のための大型送風機の整備

・換気対策が不十分な更衣室に換気扇

を設置

④エアコンの整備

夏季期間における児童生徒等の健康

管理のため、エアコンの整備を前倒し

5 新 県立学校における 5,942 新型コロナウイルス感染症の感染拡大を 教育委員会

保健室の体制整備 防止するため、養護教諭へのサポートの強 ［保健体育課］

化等により、県立学校の保健室の体制を整

備

［実施内容］

・養護教諭をサポートし、学校保健業

務に従事する人材を確保

・養護教諭が医師等の専門家へ相談す

る体制を確保

・健診日を増やし、少人数ごとの健康

診断を実施

6 非常勤講師の追加 38,797 新型コロナウイルス感染症の影響により 教育委員会

配置 臨時休業となった期間の授業時間を補完す ［学校企画課］

るため、夏季休業の短縮等により授業を実

施することに伴い、非常勤講師を追加配置
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(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

7 新 県立学校図書館パ 30,000 新型コロナウイルス感染症の影響による 教育委員会

ワーアップ事業 臨時休業時の家庭学習をはじめ、児童生徒 ［教育指導課］

が在宅で過ごす時間に活用するため、県立 ［特別支援教

学校の図書館の蔵書を充実 育課］

8 スクールカウンセ 13,169 新型コロナウイルス感染症の影響による 教育委員会

ラー等による相談 臨時休業に伴う学習への不安など、児童生 ［教育指導課］

体制の拡充 徒の心のケアに適切に対応するため、スク

ールカウンセラー、子どもと親の相談員及

び教育相談員による相談体制を拡充

9 新 保育所・放課後児 31,800 民設の認可保育所等や放課後児童クラブ 健康福祉部

童クラブ緊急支援 が、新型コロナウイルス感染症対策のため ［子ども・子

事業 に行う環境整備等に係る経費を助成 育て支援課］

［助成率］

10/10

［助成上限額］

10万円

10 新 放課後児童クラブ 20,000 既存の施設整備費補助事業では補助対象 健康福祉部

施設整備促進事業 とならない経費のうち、新型コロナウイル ［子ども・子

ス感染症の防止対策に必要な施設・設備の 育て支援課］

整備経費を助成

［助成対象者］

放課後児童クラブを19時以降まで開

所する社会福祉法人等

［助成対象整備内容］

・静養又は隔離の機能を有する観察室

・換気設備（空調、窓の増設など）

など

［助成率］

1/2

［助成上限額］

250万円
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(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

11 新 放課後児童クラブ 48,741 新型コロナウイルス感染症の影響による 健康福祉部

等利用支援事業 小学校の臨時休業等に伴い、放課後児童ク ［子ども・子

ラブ等における開所時間の延長に要する経 育て支援課］

費等を助成

［負担割合］

国1/3・県1/3・市町村1/3

12 新 放課後児童クラブ 74,744 新型コロナウイルス感染症の影響による 健康福祉部

等運営支援事業 放課後児童クラブの閉所や利用自粛に伴い ［子ども・子

利用者が減少した際の減収相当額を助成 育て支援課］

［負担割合］

国1/3・県1/3・市町村1/3

13 新 保育所等運営支援 54,640 新型コロナウイルス感染症の影響による 健康福祉部

事業 保育所等の登園自粛等に伴い利用者が減少 ［子ども・子

した際の減収相当額を助成 育て支援課］

［負担割合］

国1/2・県1/4・市町村1/4
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Ⅱ 県内経済や県民生活の回復に向けた施策

１ 県内経済を守る施策 (単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

14 新 原木流通円滑化緊 67,200 新型コロナウイルス感染症の影響により 農林水産部

急対策事業 需要が停滞している原木について、需要の ［林 業 課］

回復に応じた出荷を行うため、製材用・合

板用に仕分けた上で一時的に保管する場所

（中間土場）の整備に係る経費を助成

［事業実施主体］

林業者の組織する団体等

［助成額］

・整地・舗装を行う場合

１㎡当たり上限2,700円

・整地のみを行う場合

１㎡当たり上限200円

15 新 養殖水産物安定供 10,000 新型コロナウイルス感染症の影響により 農林水産部

給対策事業 需要が落ち込んでいる養殖イワガキの出荷 ［水 産 課］

を翌年度に持ち越すため、次期養殖に必要

な施設（筏）の整備に係る経費を助成

［事業実施主体］

イワガキ養殖経営体

［助成率］

1/2

16 新 インターネットを 7,421 一般社団法人島根県物産協会が運営する 商工労働部

活用した県産品販 インターネット通信販売サイトにおいて、 ［しまねブラ

路拡大・情報発信 幅広い県内事業者の県産品を販売すること ンド推進課］

事業 にあわせ、同協会によるサイトのリニュー

アルと魅力化を支援

［リニューアル等の目標］

・登録事業者数 400事業者

（Ｒ元年度 130事業者）

・登録品目数 1,200品目

（Ｒ元年度 237品目）
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(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

17 新 しまねの地酒販売 5,000 地酒の需要を喚起し、県内外での個人消 商工労働部

促進支援事業 費に繋げるため、ＳＮＳを活用した地酒の ［しまねブラ

プロモーションを県酒造組合へ委託して実 ンド推進課］

施

18 県単設備貸与事業 1,200 新型コロナウイルス感染症の影響により、 商工労働部

（特別会計） 売上高等の減少の影響を受けている中小企 ［中小企業課］

業者がしまね産業振興財団の設備貸与を受

けた場合に、当初３年間の割賦損料率が０

％となるための割賦損料補給を実施

［実施主体］しまね産業振興財団

［貸与枠］１億円

［貸与限度額］100万円～3,000万円

［割賦損料率］

・当初３年間 ０％

・４年目以降 1.60％

［債務負担行為］

当初３年間の割賦損料補給

設定額 4,667千円（Ｒ３～５）
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(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

19 仕事と子育て両立 191,514 新型コロナウイルス感染症の影響を受け、 政策企画局

環境緊急促進事業 「新しい生活様式」に対応した働き方の実 ［女性活躍推

践を中小・小規模事業者等に促し、感染症 進課］

に強い社会づくりを推進するため、今年度

に限り、奨励金の支給額を増額

［支給要件］

以下のいずれかの制度を令和２年４

月１日以降に導入し、利用実績がある

こと

ａ．時間単位の有給休暇取得制度

ｂ．短時間勤務制度

（代替制度も可）

［代替制度］

フレックスタイム制度

始業終業時刻の繰上げ・繰下げ

［支給額］

ａ、ｂ各20万円／事業所

※10万円から20万円に増額
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２ 県民による県内消費を喚起する施策 (単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

20 新 県産牛肉・県産地 239,141 新型コロナウイルス感染症の影響により 農林水産部

鶏を活用した学校 在庫の滞留等が生じている県産牛肉・県産 ［農畜産課］

給食緊急提供事業 地鶏について、希望する小中学校等の学校

給食に無償提供することで消費喚起を促進

［提供対象］

県内の学校給食を実施する小中学校

等

［実施上限回数］

・県産牛肉 年３回（100g/回/人）

・県産地鶏 年５回（150g/年/人）

［実施方法］

畜産・食肉関係団体で組織する協議

会等において食肉卸業者と調整の上、

食肉卸業者から各小中学校等へ提供

21 新 民間木造建築促進 12,000 新型コロナウイルス感染症の影響により 農林水産部

緊急対策事業 住宅需要が冷え込む中、県産木材の利用促 ［林 業 課］

進を図るため、民間木造非住宅建築物を建

築する工務店に対し、建築費の一部を助成

［助成対象建築物］

民間木造非住宅建築物（店舗、事務

所など）

［助成対象者］

既存事業である『「しまねの木」いき

いき暮らし応援事業』により、県産木材

を使用した住宅を３戸以上建築する工

務店

［助成要件］

県産木材を60％以上使用していること

［助成額］

県産木材使用量１ 当たり２万円

［助成上限額］

１棟当たり100万円
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(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

22 しまね農林水産業 13,400 新型コロナウイルス感染症の発生に伴い、 農林水産部

みんなで応援事業 飲食店や産直市が休業等を行った影響を受 ［産地支援課］

けている農林漁業者を支援するため、スー

パー等が行う県内農林水産品の取扱い拡大

の取組を支援

５月上旬までの募集期間における申請件

数が予想を上回ったことから、予算額を増

額

23 新 しまねプレミアム 1,475,000 県内向けに実施する飲食・観光の消費喚 商工労働部

飲食券・宿泊券 起策として、県民向けの特典付き前売り飲 ［観光振興課］

食券・宿泊券を発行 ［しまねブラ

①しまねプレミアム飲食券 ンド推進課］

［特典内容(想定）］

１千円×６枚綴りのチケット（額

面６千円分）を４千円で販売

［発行組数］

50万組

［発行額］

30億円

［対象店舗］

県内飲食店（事前登録を予定）

[発売時期]

７月下旬頃を予定

②しまねプレミアム宿泊券

［特典内容(想定）］

５千円の宿泊券を３千円で販売

［発行枚数］

９万枚

［発行額］

４億5,000万円

［対象施設］

県内宿泊施設

[発売時期]

７月下旬頃を予定

（予算額の内訳）

飲食券 1,245,000

特典相当分 1,000,000

事務費等 245,000

宿泊券 230,000

特典相当分 180,000

事務費等 50,000
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(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

24 新 貸切バスによる県 90,000 外出自粛の影響により止まっていた県内 地域振興部

民の県内移動支援 の人の環流を促進し、県内の旅行や視察な ［交通対策課］

事業 どの需要を喚起するため、貸切バスの利用

運賃の一部を助成

［助成対象者］

県内に営業所を有する民間貸切バス

事業者

［助成対象経費］

県内の市町村をまたがる旅行や行事

等で利用する貸切バスの運行に係る経

費

［助成率］

貸切バスの利用運賃の2/3

［助成上限額］

契約１件当たり20万円

25 新 貸切バス県内向け 20,000 県内向けに実施する旅行需要の喚起策と 商工労働部

旅行商品造成支援 して、県内の周遊観光バスツアーの催行に ［観光振興課］

事業 係る経費を助成

［助成対象者］

県内に営業所を有する旅行業登録事業者

[助成額]

・宿泊旅行 １台あたり10万円

・日帰り旅行 １台あたり５万円

［助成要件］

・１件あたり参加者９名以上

・県内の立ち寄り２箇所以上
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３ 県内経済の回復に向けた施策 (単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

26 新 経営継続・次期作 87,000 新型コロナウイルス感染症の影響により 農林水産部

緊急支援事業 農産物等の契約取引の縮小や市場価格の低 ［産地支援課］

下などが発生する中、需要回復に向けた取 ［農畜産課］

組を支援

①契約取引生産支援（2,000万円）

［支援内容］

契約取引の縮小等による影響を受

けている野菜・花き・酒米などにつ

いて、契約取引を継続するために必

要な経費を助成

［支援対象者］

前年比で契約取引量が減少してい

る経営体

［助成額］

10a当たり２万円（上限100万円）

②生産転換支援（2,740万円）

［支援内容］

需要のある生産への転換を進める

ため、水田園芸、有機農業の新規導

入等に必要な経費を助成

［支援対象者］

水田園芸、有機農業への転換等を

進める経営体

［助成額］

10a当たり２万円（上限100万円）

など

③肉用牛の販路拡大支援（3,960万円）

［支援内容］

肥育農家が肉質分析等の結果を用

いて行う新たな販路拡大に必要な経

費を助成

［支援対象者］

肥育経営安定交付金（牛マルキン）

の受給要件に該当する肥育農家

［助成額］

１頭当たり1.8万円

（上限頭数１戸当たり120頭）
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(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

27 新 県産木材県外販路 5,250 新型コロナウイルス感染症収束後におい 農林水産部

開拓緊急対策事業 て木材製品の需要が高まり販売競争が激化 ［林 業 課］

することを見据え、県産木材製品の新商品

の開発や販路の開拓に必要な経費の一部を

助成

［実施内容］

①新商品の開発に係る経費を助成

１商品につき上限20万円

②新商品の試験出荷に係る経費を助成

１商品につき上限15万円

［事業実施主体］

県内製材工場
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(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

28 新規就業者（農・ 52,336 新型コロナウイルス感染症の感染収束を 農林水産部

林・水）確保促進 見据え、都会における人材をターゲットに ［農業経営課］

事業 新規就業者を確保するための取組を実施 ［林 業 課］

①新規就業者確保に向けたＰＲ ［水 産 課］

プロモーションビデオの作成やター

ゲティング広告を掲載するなど、島根

での新規就業情報を発信

②受入経営体の体制づくり等支援

・自営就農志向者を受け入れる農業法

人に対し、受入準備に必要な活動費

等を助成

・林業就業を希望する者を短期就業体

験者として受け入れる林業事業体に

対し、受入に必要な経費等を助成

・漁業就業を希望する者を受け入れる

漁業経営体に対し、受入に係る経費

等を助成

③農林大学校10月入学コースの新設

都市部からの人材を受け入れるため、

農林大学校の農業科、林業科それぞれ

に10月入学１年コースを新設

［募集人数］

農業科、林業科各５名程度

［募集時期等（予定）］

７月上旬 ＰＲ開始

８月下旬 願書受付

９月下旬 入学試験実施

合格発表
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(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

29 新 農業労働力確保緊 103,972 新型コロナウイルス感染症の影響による 農林水産部

急支援事業 人手不足の解消と農業生産の維持のため、 ［農業経営課］

担い手育成を担う県内農業高校等にスマー

ト農業のための機械等を導入し、将来の農

業生産を支える人材育成の充実・強化を促

進

［対象農業高校等（県内全５校）］

・松江農林高校

・出雲農林高校

・邇摩高校

・矢上高校

・益田翔陽高校

［導入機械等の例］

・ＧＰＳ付きトラクター

・薬剤散布ドローン

・先進的な技術・装置のあるビニール

ハウス など

［負担割合］

国1/2・県1/2

30 新 ものづくり産業サ 50,000 新型コロナウイルス感染症の影響による 商工労働部

プライチェーン再 サプライチェーンの再構築に伴う生産拠点 ［産業振興課］

構築等対応推進事 の国内回帰をはじめ、国内外の市場の動き

業 に対応し、生産活動を拡大する県内製造業

者の設備導入等を支援

［助成率］2/3

［助成上限額］1,000万円
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(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

31 新 ものづくり産業技 124,810 新型コロナウイルス感染症の影響により 商工労働部

術基盤強化対策事 経済情勢の先行きが見通せない中で、県内 ［産業振興課］

業 製造業者の競争力を高めていくために必要

な技術力や品質管理能力の向上を支援する

ため、産業技術センターが行う依頼試験や

機器開放に用いる装置を今後の開発に求め

られる技術レベルを満たすよう整備

[整備内容]

・精密形状粗さ測定システム

・ナノ材料評価解析装置

・蛍光Ｘ線分析装置

※ 併せて、精密加工や品質管理に関す

る企業向けセミナーを開催

32 新 輸出力の維持・強 20,000 新型コロナウイルスの感染拡大に伴う輸 商工労働部

化に向けた施設整 出先国の市場変化に対応した食品等の製造 ［しまねブラ

備事業 設備の整備を支援 ンド推進課］

［負担割合］

国1/2・事業者1/2

33 新 県外企業に対する 5,136 新型コロナウイルス感染症を契機に、 商工労働部

立地環境のＰＲ ＢＣＰを考慮した企業の地方拠点整備の動 ［企業立地課］

きに予め対応するため、県外企業に対して

立地環境のＰＲを行うとともに、感染収束

後に視察ツアーを開催

（注）ＢＣＰ：Business Continuity Plan（事業

継続計画）の略
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(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

34 新 「美肌県しまね」 70,000 新型コロナウイルス感染症の感染収束後 商工労働部

誘客推進モデル事 の観光需要の高まりを見据え、｢美肌県し ［観光振興課］

業 まね｣の新たなイメージ戦略を構築すると

ともに、各地域で意欲的に取り組もうとす

る事業者を支援し、「美肌観光」の魅力を

ブラッシュアップ

①「美肌県しまね」のイメージ定着

新規の統一的なロゴ等を開発するこ

とで、「美肌県しまね」を空港や駅、

各観光地等においてＰＲ

②美肌コンテンツの磨き上げ

温泉付き個室の整備やワーケーショ

ンへの対応をはじめ、感染症収束後の

トレンドに対応した宿泊施設等の取組

を支援

［助成対象経費］

・専門家謝金

・情報発信費

・施設設備整備費 など

［助成率］

2/3

［助成上限額］

１事業者あたり1,000万円

（注）ワーケーション：仕事(Work)と休暇（Vacat

ion)を組み合わせた造語で、テレワーク等

を活用し、リゾート地などで行う労働形態

35 新 観光イベント開催 19,000 新型コロナウイルス感染症の影響により 商工労働部

支援事業 開催時期を延期した観光イベントの再開 ［観光振興課］

や、感染収束後の人の流れを見据えた新た

なイベントの開催を計画する県内の民間事

業者を支援

［助成対象経費］

イベントＰＲ経費、運営費等

［助成率］ 2/3

［助成上限額］

１イベントあたり100万円
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(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

36 新 旅行会社等と連携 95,000 新型コロナウイルス感染症の感染収束後 商工労働部

した誘客プロモー の観光需要の高まりを見据え、旅行会社等 ［観光振興課］

ション と連携した誘客プロモーションに着手

①国内向けプロモーション

国内における新型コロナウイルス感

染症の感染が一定の収束をした段階

で、旅行会社、ＯＴＡ、交通機関（航

空会社、ＪＲ）等と連携した誘客プロ

モーションを速やかに開始できるよう

準備

②インバウンド対策

新型コロナウイルス感染症の感染が

一定の収束をした海外市場に対し、速

やかにプロモーションを開始できるよ

う準備

（注）ＯＴＡ：Online Travel Agent（インター

ネット上で取引を行う旅行会社）の略

37 新 しまねの自然公園 30,000 新型コロナウイルス感染症の感染収束を 環境生活部

満喫プロジェクト 見据え、観光入り込みの落ち込んでいる大 ［自然環境課］

推進事業 山隠岐国立公園の魅力向上を図る取組を実

施

［実施内容］

・アドバイザーを招聘して新たな体験

プログラム開発や、その実施に必要

なガイドの養成等を実施

・体験プログラム動画をＷＥＢで配信

し、配信後のアクセス状況の調査等

を実施

［実施地域］

・隠岐地域

・島根半島東部地域

・島根半島西部地域

・三瓶山地域

-26-



(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

38 自然公園等施設改 30,000 新型コロナウイルス感染症の感染収束を 環境生活部

善事業 見据え、国立公園、県立自然公園等への観 ［自然環境課］

光客の回復を図るため、歩道施設の改修や、

案内標識の多言語化等の施設整備を実施

39 新 県立しまね海洋館 56,024 新型コロナウイルス感染症の感染収束後 地域振興部

改修事業 の入館者の回復・拡大を図るため、演出が ［しまね暮ら

可能な照明等を整備するとともに、入館者 し推進課］

の安全を確保するため天井の耐震改修工事

を実施

［実施箇所］本館アトリウム

［実施時期］Ｒ２年～３年

（工事中も開館）

［債務負担行為］設定額 93,220千円

40 新 日比谷しまね館を 10,000 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に 商工労働部

活用した情報発信 伴い開館を延期した「日比谷しまね館」に ［しまねブラ

おいて、集中的な広報及びイベントを実施 ンド推進課］
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Ⅲ 県民生活の支援

１ 県民生活の支援 (単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

41 新 社会福祉施設等の 2,634 新型コロナウイルス感染症の影響により、 健康福祉部

介護職員等確保支 社会福祉施設等で働く介護職員等が不足す ［地域福祉課］

援事業 る場合に、他の社会福祉施設等から応援職

員を派遣する経費を助成

［負担割合］

国10/10

42 新 介護施設等におけ 4,650 新型コロナウイルス感染症の影響による 健康福祉部

る学童保育実施支 小学校等の臨時休業等に伴い、介護施設・ ［高齢者福祉

援事業 事業所内の保育施設において追加で実施す 課］

る学童保育に要する経費を助成

［負担割合］

国2/3・県1/3

43 新 テレワーク導入支 5,000 就労系の障がい福祉サービス事業所にお 健康福祉部

援事業 ける在宅就労を推進するため、テレワーク ［障がい福祉

のシステム導入に係る経費等を助成 課］

［負担割合］

国1/2・県1/2

44 新 障がい福祉施設に 3,000 新型コロナウイルス感染症の拡大防止や 健康福祉部

おける介護ロボッ 介護業務の負担軽減等のため、障がい者支 ［障がい福祉

ト等導入支援事業 援施設等における介護ロボット等の導入に 課］

係る経費を助成

［負担割合］

国10/10
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(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

45 障がい者就労支援 8,063 新型コロナウイルス感染症の影響により 健康福祉部

事業 受注が減少している就労支援事業所を支援 ［障がい福祉

するため、共同受注窓口の強化や工賃向上 課］

の取組を支援

［実施内容］

・共同受注窓口の強化

障がい者就労事業振興センターの

工賃向上アドバイザーを増員

（２人→３人）

・工賃向上支援事業メニューの拡充

他分野への参入・転換の取組を支

援

［負担率］国1/2・県1/2

46 新 高等教育の負担軽 24,467 新型コロナウイルス感染症の影響により、 総 務 部

減 経済的に修学が困難となる生徒の修学継続 ［総 務 課］

を支援するため、県立大学及び県内私立専

修学校で修学する生徒等に対して、授業料

の一部を減免

［対象］

年収約590万円未満の世帯

［減免率］

1/3→1/2など

47 新 県内文化芸術団体 4,587 新型コロナウイルス感染症の影響により、 環境生活部

発表支援事業 活動機会が減少している文化芸術団体等の ［文化国際課］

活動を支援するため、無観客での公演を企

画

［実施内容］

・音楽、演劇、ダンスなどの分野から

15団体程度の参加団体を公募

・無観客での公演を撮影し、ＷＥＢで

動画配信

・映像配信後のアクセス状況の調査や

映像配信までの実施方法を整理し、

県内の文化芸術団体に提供
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(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

48 新 持続可能な社会貢 30,000 新型コロナウイルス感染症の影響により 環境生活部

献活動支援事業 社会貢献活動の継続に支障が生じているＮ ［環境生活総

ＰＯ等が行う取組を支援 務課］

［支援内容］

①生活弱者を支える活動の充実支援

子どものケアや生活困窮者など弱

い立場の人々の生活を支える活動に

必要な経費（新規・拡充分）を助成

②ＮＰＯ等の事業継続支援

新型コロナウイルス感染防止対策

や情報共有・情報収集に必要な経費

を助成

［助成割合］

・①の事業：10/10

・②の事業：2/3

［助成上限額］

・１団体あたり100万円

・①の事業は上限50万円

・①と②は併用可

49 新 県立図書館パワー 19,208 新型コロナウイルス感染症の影響による 教育委員会

アップ事業 外出抑制に伴い、県民が自宅で過ごす時間 ［社会教育課］

が増加する中、県立図書館の蔵書を充実す

るとともに、貸出・閲覧サービスを拡充

［実施内容］

①貸出冊数と貸出期間の拡充

・上限冊数を10冊から15冊へ増冊

・貸出期間を２週間から３週間へ延長

②家庭での幼児への読み聞かせに有用

な図書をセットにして貸出
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Ⅳ その他

１ 県民・県外へのきめ細かな情報発信 (単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

50 新型コロナウイル 152,470 新型コロナウイルス感染症対策に関する 政策企画局

ス感染症対策に関 県内の状況や感染症の収束後を見据えた各 [政策企画監

する広報の充実 種対策等の正確な情報を、多くの県民等に 室]

対し、分かりやすく伝えるための各種広報 ［広聴広報課］

を実施

［実施内容］

・新聞広告、テレビ・ラジオＣＭ等を

活用し、県の施策の実施状況や県民

に向けたメッセージを随時発信

・首都圏等において、多くの人の目に

触れる効果的な媒体を活用し、「暮

らしやすい島根」をＰＲする広報を

展開
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２ 県行政の体制強化等 (単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

51 県有施設の庁舎管 45,581 新型コロナウイルス感染症の感染を予防 総 務 部

理 するため、通常の清掃業務に加えて、庁舎［管 財 課］

内の共用部分の消毒を実施 警察本部

52 教員採用試験事務 6,751 新型コロナウイルス感染症の感染を防止 教育委員会

事業費 するため、３密を避ける対策等を行った上 ［学校企画課］

で教員採用試験を実施

53 新 新型コロナウイル 200,000 新型コロナウイルス感染症の影響により 総 務 部

ス感染症対策調整 新たに生じる財政需要に機動的に対応する ［財 政 課］

費 ため、枠予算を設定

-32-



（単位：千円）

Ｒ元年度 対前年度比

 現　計 ６月補正 計（Ａ） ６月現計（Ｂ） (Ａ）/（Ｂ) Ｒ２ Ｒ元

１ ．県 税 68,559,315 68,559,315 68,825,356 99.6% 14.1% 14.7% 

２ ．地 方 消 費 税 清 算 金 31,414,076 31,414,076 24,780,190 126.8% 6.5% 5.3% 

３ ．地 方 譲 与 税 14,152,000 14,152,000 14,101,000 100.4% 2.9% 3.0% 

４ ．地 方 特 例 交 付 金 336,000 336,000 858,670 39.1% 0.1% 0.2% 

５ ．地 方 交 付 税 181,508,000 181,508,000 177,598,000 102.2% 37.3% 37.9% 

〃 （含臨時財政対策債） (195,911,000) (195,911,000) (195,790,000) (100.1%) (40.2%) (41.7%)

６ ．交通安全対策特別交付金 194,000 194,000 201,000 96.5% 0.0% 0.0% 

７ ．分 担 金 及 び 負 担 金 1,922,952 1,922,952 1,702,416 113.0% 0.4% 0.4% 

８ ．使 用 料 及 び 手 数 料 4,202,215 4,202,215 4,210,243 99.8% 0.9% 0.9% 

９ ． 国 庫 支 出 金 88,779,155 4,639,226 93,418,381 84,470,257 110.6% 19.2% 18.0% 

10 ．財 産 収 入 1,809,998 1,809,998 1,832,397 98.8% 0.4% 0.4% 

11 ．寄 附 金 88,665 3,500 92,165 102,679 89.8% 0.0% 0.0% 

12 ．繰 入 金 16,558,606 ▲ 252,610 16,305,996 14,949,139 109.1% 3.3% 3.2% 

13 ．繰 越 金 3,208,030 3,208,030 3,240,342 99.0% 0.7% 0.7% 

14 ．諸 収 入 12,469,710 12,469,710 11,149,501 111.8% 2.6% 2.4% 

15 ．県 債 57,314,400 57,314,400 60,953,775 94.0% 11.8% 13.0% 

〃 （除臨時財政対策債） (42,911,400) (42,911,400) (42,761,775) (100.3%) (8.8%) (9.1%)

合           計 482,517,122 4,390,116 486,907,238 468,974,965 103.8% 100.0% 100.0% 

１ ．議 会 費 1,013,787 1,013,787 1,015,721 99.8% 0.2% 0.2%

２ ．総 務 費 29,060,565 671,571 29,732,136 27,464,483 108.3% 6.1% 5.9%

３ ．民 生 費 58,624,079 287,922 58,912,001 56,738,586 103.8% 12.1% 12.1%

４ ．衛 生 費 23,856,513 522,560 24,379,073 21,691,446 112.4% 5.0% 4.6%

５ ．労 働 費 2,432,271 191,514 2,623,785 2,391,551 109.7% 0.5% 0.5%

６ ．農 林 水 産 業 費 45,075,705 610,299 45,686,004 44,099,782 103.6% 9.4% 9.4%

７ ．商 工 費 15,794,251 1,892,567 17,686,818 11,475,120 154.1% 3.6% 2.4%

８ ．土 木 費 83,132,082 83,132,082 82,863,074 100.3% 17.1% 17.7%

９ ． 警 察 費 21,257,146 15,004 21,272,150 20,783,343 102.4% 4.4% 4.4%

10 ．教 育 費 92,090,934 198,679 92,289,613 90,457,636 102.0% 19.0% 19.3%

11 ．災 害 復 旧 費 6,645,504 6,645,504 8,697,459 76.4% 1.4% 1.9%

12 ．公 債 費 70,838,558 70,838,558 75,054,456 94.4% 14.5% 16.0%

13 ．諸 支 出 金 32,395,727 32,395,727 25,942,308 124.9% 6.7% 5.5%

14 ．予 備 費 300,000 300,000 300,000 100.0% 0.1% 0.1%

合           計 482,517,122 4,390,116 486,907,238 468,974,965 103.8% 100.0% 100.0%

(注）構成比については、それぞれ四捨五入によっているため、合計と一致しないものがある。

　　歳　　　　出

令和２年度６月補正予算  科目別・目的別内訳一覧表

（一 般 会 計）

Ｒ２年度 構　成　比

　　歳　　　　入

区                 分
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Ｒ元年度 対前年度比較

現　計 ６月補正 計（A） ６月現計（Ｂ） （A）／（B) Ｒ２ Ｒ元

1．義   務   的   経   費 236,119,808 104,006 236,223,814 236,474,775 99.9% 48.5% 50.4% 

  (1) 人         件         費 124,485,593 49,366 124,534,959 121,632,840 102.4% 25.6% 25.9% 

  (2) 公         債         費 70,596,916 70,596,916 74,787,149 94.4% 14.5% 15.9% 

  (3) 扶         助         費 41,037,299 54,640 41,091,939 40,054,786 102.6% 8.4% 8.5% 

2．普 通 建 設 事 業 費 107,004,068 349,627 107,353,695 104,458,028 102.8% 22.1% 22.3% 

  (1) 補   助   事   業   費 70,874,673 103,972 70,978,645 70,621,113 100.5% 14.6% 15.1% 

  (2) 単   独   事   業   費 27,170,423 245,655 27,416,078 24,586,604 111.5% 5.6% 5.2% 

  (3) 直 轄 事 業 負 担 金 7,564,620 7,564,620 7,886,226 95.9% 1.6% 1.7% 

 (4) 同級他団体事業負担金 10,600 10,600 9,100 116.5% 0.0% 0.0% 

  (5) 受   託   事   業   費 1,383,752 1,383,752 1,354,985 102.1% 0.3% 0.3% 

3．災 害 復 旧 事 業 費 6,374,555  6,374,555 8,429,716 75.6% 1.3% 1.8% 

  (1) 補   助   事   業   費 6,020,555 6,020,555 7,989,589 75.4% 1.2% 1.7% 

  (2) 単   独   事   業   費 354,000 354,000 409,000 86.6% 0.1% 0.1% 

  (3) 直 轄 事 業 負 担 金 0 0 31,127 皆減 0.0% 0.0% 

  (4) 受   託   事   業   費 0 0 0 － 0.0% 0.0% 

4．補      助     費     等 84,906,019 3,146,592 88,052,611 76,033,822 115.8% 18.1% 16.2% 

5．貸          付         金 6,986,639 6,986,639 7,000,873 99.8% 1.4% 1.5% 

6．繰          出         金 6,082,743 11,200 6,093,943 5,463,656 111.5% 1.3% 1.2% 

7．そ          の         他 35,043,290 778,691 35,821,981 31,114,095 115.1% 7.4% 6.6% 

合           計 482,517,122 4,390,116 486,907,238 468,974,965 103.8% 100.0% 100.0% 

(注）構成比については、それぞれ四捨五入によっているため、合計と一致しないものがある。

令和２年度６月補正予算  性質別経費内訳一覧表

（一 般 会 計）
( 単位 : 千円 )

区               分

Ｒ２年度 構　　成　　比
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県 予 算 規 模 の 推 移
                                                                                                  （単位：百万円） 

年度 ６月補正 ９月補正 11 月補正 ２月補正 その他 最終専決後当初 前年比
(％)

H17 553,973 ▲8.5 ▲1,562 追加提案 ▲ 2,008 8/ 8    850 

(衆院選挙)

554,186 

18 523,261 ▲5.5 1,863 4,508 追加提案 ▲ 4,691 7/31 13,529 

(豪雨災害)

538,243 

19 ◎510,731 ▲2.4 5,916 663 3,691 追加提案 ▲13,974 507,797 

20 501,199 ▲1.9 3,288 1,515 2,619 

(経済対策  2,619)

23,195 

(経済対策23,127)

追加提案 ▲16,703 

3/24    15 

(強風災害)

516,262 

21 527,070 

(内経済対策

8,335)

+5.2 45,403 

(経済対策45,403)

15,635 

(経済対策 8,827)

1,399 

(経済対策     485)

26,516 

(経済対策25,974)

追加提案 ▲20,870 

(経済対策 5,921)

598,032 

22 535,493 

(内経済対策

25,706)

+1.6 200 4,864 

追加提案      4,044 

(経済対策  4,044)

440 

(経済対策     434)

追加提案    15,741 

(経済対策15,541)

①         267 

(除雪       267)

②       2,754 

(経済・緊急対策6,929)

追加提案 ▲20,132 

8/ 9     31 

(口蹄疫)

8/23  1,568 

(土砂災害)

552,554 

23 532,225 

(内経済・緊急対策

27,630)

▲0.6 6,298 

(経済対策  6,057)

2,913 

(経済・緊急対策767)

2,775 

(経済対策 2,250)

追加提案      9,144 

(経済対策  9,138)

7,087 

(経済対策   714)

追加提案  ▲21,034 

541,312 

24 527,651 ▲0.9 1,100 3,159 431 

追加提案①      673 

追加提案②   5,363 

(経済対策  4,194)

(給与   1,169)

追加提案③  2,572 

(経済対策  2,572)

30,075 

(経済対策31,325)

追加提案 ▲25,273 

5/14    390 

(雇用基金等)

543,693 

25 531,157 +0.7 558 ①           81 

(災害援護資金    81)

②       32,509 

(災害復旧24,856)

1,150 11,359 

(経済対策13,530)

追加提案 ▲38,451 

7/ 3     42 

(風しん抗体検査)

8/29    900 

(８月大雨災害)

538,588 

26 527,234 ▲0.7 369 3,577 2,794 

追加提案   1,533 

 (給与     924)

①     6,058 

(経済対策 7,315)

②       1,650 

追加提案 ▲32,037 

511,435 

27 529,966 +0.5 279 3,780 追加提案     918 

(給与     918)

12,051 

追加提案 ▲39,671 

533,770 

28 520,219 ▲1.8 437 4,703 

追加提案   16,118 

(経済対策16,118)

3,612 

(経済対策  3,612)

追加提案     414 

(給与     414)

1,804 

(経済対策  1,804)

追加提案 ▲40,171 

505,596 

29 511,771 ▲1.6 315 9,168 

追加提案       608 

43 

追加提案     808 

(給与     808)

13,143 

追加提案 ▲48,663 

485,734 

30 452,000 ▲11.7 

(+0.2)

819 9,235 185 

追加提案     481 

(給与     481)

17,153 

追加提案 ▲19,057 

4/20    202 

(西部地震)

7/20    338 

(７月豪雨災害)

456,410 

R 元 468,654 +3.7 321 9,503 232 

追加提案     410 

(給与     410)

13,235 

(経済対策  13,226)

追加提案 ▲24,851 

3/25    214 

(新型コロナウイルス対策)

465,700 

2 475,019 +1.4 4,390 

(新型コロナウイルス対策

4,390)

4/30  6,774 

(新型コロナウイルス対策)

5/22    724 

(新型コロナウイルス対策)

 (注)１．当初予算欄の◎は、統一地方選挙を控えた「骨格予算」

    ２．平成 25 年 3 月 29 日島根県告示第 231 号により定例県議会招集月を 12 月から 11 月に変更したため「11 月補正」に改称

   ３．平成 30 年度当初予算の前年比について、中小企業制度融資等預託金を含まない場合の予算額と比較した場合を（ ）で記載
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